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５.比較する配置案
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現庁舎敷地＿配置案①【1a案】
配置イメージ図

新庁舎（１期）
延床面積　約11,000㎡

（12階建て）

新庁舎（２期）
延床面積　約30,000㎡

（12階建て）

橘公園
（現状のまま）

市民プラザ

車寄せ
（ピロティ）

平面駐車場
（約110台）

河川敷駐車場
（約140台）

立体駐車場
４層５段

（約280台）
※先行建設可能

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目 10年目

庁舎建設

既存解体

引越

外構整備

立体駐車場 １期棟

会議室
棟

第二庁舎
第三庁舎

第二庁舎
第三庁舎

２期棟

本庁舎

本庁舎

外構

全庁舎
運用開始

事
業
完
了

■想定建設スケジュール

平面駐車場
（約20台）

想定建築面積：1,000㎡程度 想定建築面積：2,600㎡程度

想定建築面積：1,800㎡程度
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現庁舎敷地＿配置案①【1a案】
基本的な建替手順

⑥新庁舎２期棟を建設
⑦本庁舎の機能を移転後、解体。

①現状
②松橋駐車場敷地に立体駐車場を建設。

⑧外構を整備し、工事完了。

③会議室棟を解体し、新庁舎１期棟の建
 設用地を確保。

④新庁舎１期棟を建設。
⑤第二・第三庁舎の機能を移転後、解体
 し、新庁舎２期棟の建設用地を確保。

③解体 ④建設

⑤機能移転＋解体

⑦機能移転＋解体

⑥建設

⑧外構整備

②建設
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現庁舎敷地＿配置案①【1a案】
工事期間中の動線計画

松橋駐車場
（90台）

第５駐車場
（103台）

会議室棟駐車場
（40台）

第４駐車場
（38台）

河川敷駐車場
（140台）

第３駐車場
（32台）

本庁地下
駐車場

（16台）

第１駐車場
（23台）

①現状：合計482台（第四庁舎、親子保健
 課60台を除く）

②駐車場棟建設：合計392台 ③会議室棟解体：合計352台

来庁者動線 工事動線 来庁者利用範囲 工事利用範囲

④１期棟建設：合計529台 ⑤第二・第三庁舎解体：合計491台
⑥２期棟建設：合計491台

１期棟

⑦本庁舎解体：合計440台
⑧工事完了：合計550台

駐車場
（20台）

誘導員

誘導員

誘導員

誘導員

河川敷駐車場

工事動線と河川敷駐車場
利用者動線が交差するため
誘導員を配置して対応

※１期棟運用開始から２期工事完了までの約3.0年間、本庁舎と１期棟がやや距離がある。

駐車場棟
（280台）
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現庁舎敷地＿配置案②【1a+案】

新庁舎（１期）
延床面積　約11,000㎡

（12階建て）

新庁舎（２期）
延床面積　約30,000㎡

（12階建て）

橘公園
（現状のまま）

市民プラザ

車寄せ
（ピロティ）

河川敷駐車場
（約140台）

平面駐車場
（約90台）

立体駐車場
３層４段

（約300台）

配置イメージ図

連絡通路
（２階）

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目 10年目

庁舎建設

既存解体

引越

外構整備

立体駐車場
連絡通路

１期棟

会議室
棟

第二庁舎
第三庁舎

第二庁舎
第三庁舎

２期棟

本庁舎

本庁舎

外構

全庁舎
運用開始

事
業
完
了

■想定建設スケジュール

平面駐車場
（約20台）

想定建築面積：1,000㎡程度 想定建築面積：2,600㎡程度

想定建築面積：2,300㎡程度
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現庁舎敷地＿配置案②【1a+案】
基本的な建替手順

⑤新庁舎２期棟を建設
⑥本庁舎の機能を移転後、解体。

①現状

⑦立体駐車場を建設し、外構を整備して
 工事完了。

②会議室棟を解体し、新庁舎１期棟の建
 設用地を確保。

③新庁舎１期棟を建設。
④第二・第三庁舎の機能を移転後、解体
 し、新庁舎２期棟の建設用地を確保。

②解体 ③建設

④機能移転＋解体

⑥機能移転＋解体

⑤建設

⑦建設

⑦外構整備
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現庁舎敷地＿配置案②【1a+案】
工事期間中の動線計画

松橋駐車場
（90台）

第５駐車場
（103台）

会議室棟駐車場
（40台）

第４駐車場
（38台）

河川敷駐車場
（140台）

第３駐車場
（32台）

本庁地下
駐車場

（16台）

第１駐車場
（23台）

来庁者動線 工事動線 来庁者利用範囲 工事利用範囲

②会議室棟解体：合計442台 ③１期棟建設：合計339台

④第二・第三庁舎解体：合計301台
⑤２期棟建設：合計301台

１期棟

駐車場
（20台）

誘導員

⑥本庁舎解体：合計250台
⑦駐車場棟建設：合計250台

⑧工事完了：合計550台

２期棟

駐車場棟
（300台）

誘導員
誘導員

工事動線と河川敷駐車場
利用者動線が交差するため
誘導員を配置して対応

※１期棟運用開始から２期工事完了までの約3.0年間、本庁舎と１期棟がやや距離がある。

①現状：合計482台（第四庁舎、親子保健
 課60台を除く）

誘導員



74

現庁舎敷地＿配置案③【1b+案】
配置イメージ図

新庁舎（２期）
延床面積　約29,000㎡

（12階建て）

新庁舎（１期）
延床面積　約12,000㎡

（12階建て）

車寄せ

河川敷駐車場
（約140台）

平面駐車場
（約30台）

平面駐車場
（約90台）

立体駐車場
４層５段

（約290台）

代替公園
約4,800㎡

市民プラザ

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目 10年目

庁舎建設

既存解体

引越

外構整備

立体駐車場
連絡通路

１期棟

第二庁舎
第三庁舎

第二庁舎
第三庁舎

２期棟

本庁舎

本庁舎

外構
代替公園

全庁舎
運用開始

事
業
完
了橘公園

■想定建設スケジュール

連絡通路
（２階）

想定建築面積：1,000㎡程度

想定建築面積：2,600㎡程度

想定建築面積：1,900㎡程度
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現庁舎敷地＿配置案③【1b+案】
基本的な建替手順

⑤新庁舎２期棟を建設
⑥第二庁舎・第三庁舎などの機能を移転
 後、解体。

⑦立体駐車場を建設、代替公園と外構を
 整備し、工事完了。

②橘公園を一時的に廃止して新庁舎１期
 棟の建設用地を確保。

③新庁舎１期棟を建設。
④本庁舎の機能を移転後、解体し、新庁
 舎２期棟の建設用地を確保。

②橘公園の一時廃止 ③建設

④機能移転＋解体

⑤建設

⑥機能移転＋解体

⑦代替公園整備

①現状

⑦建設

⑦外構整備
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現庁舎敷地＿配置案③【1b+案】
工事期間中の動線計画

松橋駐車場
（90台）

第５駐車場
（103台）

会議室棟駐車場
（40台）

第４駐車場
（38台）

河川敷駐車場
（140台）

第３駐車場
（32台）

本庁地下
駐車場

（16台）

第１駐車場
（23台）

来庁者動線 工事動線 来庁者利用範囲 工事利用範囲

②公園解体：合計459台
③１期棟建設：合計459台

④本庁舎解体：合計411台
⑤２期棟建設：合計411台

１期棟

誘導員

⑥第二・第三庁舎解体：合計260台
⑦駐車場棟建設：合計260台

駐車場
（30台）

２期棟

駐車場棟
（290台）

⑧工事完了：合計550台

代替公園

※１期棟運用開始から２期工事完了までの約3.0年間、第二・第三庁舎と１期棟がやや距離がある。

①現状：合計482台（第四庁舎、親子保健
 課60台を除く）

誘導員

誘導員
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現庁舎敷地＿配置案④【2a+案】
配置イメージ図

新庁舎
延床面積　約41,000㎡

（12階建て）

市民プラザ

車寄せ
（ピロティ）

河川敷駐車場
（約140台）

平面駐車場
（約40台）

橘公園
（現状のまま）

平面駐車場
（約90台）

立体駐車場
３層４段

（約280台）

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目 10年目

庁舎建設

既存解体

引越

外構整備

仮設庁舎

立体駐車場
連絡通路

第二庁舎

第二庁舎

庁舎棟

本庁舎
第三庁舎
仮設庁舎

外構

全庁舎
運用開始

事
業
完
了

建設

本庁舎
第三庁舎

撤去仮設庁舎利用期間（48か月）

■想定建設スケジュール

連絡通路
（２階）

用地
整備

想定建築面積：3,600㎡程度

想定建築面積：2,200㎡程度
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現庁舎敷地＿配置案④【2a+案】
基本的な建替手順

⑦立体駐車場を建設、橘公園を復旧し、
 外構を整備して工事完了。

①現状

⑦外構整備

⑦建設

⑤新庁舎を建設。
⑥本庁舎・第三庁舎と仮設庁舎の機能を
 移転し、解体。

⑤建設

⑥機能移転＋解体

③仮設庁舎5,400㎡（第二庁舎の延床面
 積6,800㎡の約80％）を建設。
④第二庁舎の機能を仮設庁舎に移転後、
 解体し、新庁舎の建設用地を確保。
（第三庁舎は継続利用）

③仮設庁舎を建設

④機能移転＋解体

②橘公園の一部を一時的に廃止して仮設
 庁舎の建設用地を確保。

②橘公園の一時廃止

⑥機能移転
  ＋解体

⑦橘公園の復旧
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現庁舎敷地＿配置案④【2a+案】
工事期間中の動線計画

松橋駐車場
（90台）

第５駐車場
（103台）

会議室棟駐車場
（40台）

第４駐車場
（38台）

河川敷駐車場
（140台）

第３駐車場
（32台）

本庁地下
駐車場

（16台）

第１駐車場
（23台）

来庁者動線 工事動線 来庁者利用範囲 工事利用範囲

誘導員

②公園解体：合計482台
③仮設庁舎建設：合計482台

仮設庁舎

④第二庁舎解体：合計301台
⑤新庁舎建設：合計301台

新庁舎

⑥-1第三庁舎解体：合計230台
⑥-2本庁舎・仮設庁舎解体：合計270台
⑦駐車場棟建設：合計270台

駐車場
（40台）

駐場棟
（280台）

⑧工事完了：合計550台

①現状：合計482台（第四庁舎、親子保健
 課60台を除く）

誘導員

誘導員
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現庁舎敷地＿工事期間中の駐車台数の変位（仮設駐車場なし）

０台

１００台

２００台

３００台

４００台

５００台

６００台

７００台
（駐車台数）

１．０年 ２．０年 ３．０年 ４．０年 ５．０年 ６．０年 ７．０年 ８．０年
（工事期間）

392

352

529

491

440

550

442

339

301

250

459

411

260

550

482

301

230

270

配置案①（１ａ案） 配置案②（１ａ＋案） 配置案③（１ｂ＋案） 配置案④（２ａ＋案）
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現庁舎敷地＿工事期間中の駐車台数の変位（仮設駐車場あり）

０台

１００台

２００台

３００台

４００台

５００台

６００台

７００台
（駐車台数）

１．０年 ２．０年 ３．０年 ４．０年 ５．０年 ６．０年 ７．０年 ８．０年
（工事期間）

392
352

529

491

440

550

配置案④（２ａ＋案） 仮設駐車場利用期間

配置案②（１ａ＋案） 仮設駐車場利用期間

工事期間中を通じて約400台を概ね確保する

※配置案①（１ａ案)は当初１年間を除いて約400台を確保できるため、仮設駐車場は設けない

442

499

461

410

459

411
420

550

482
461

390

430

配置案③（１ｂ＋案） 仮設駐車場利用期間

配置案①（１ａ案） 配置案②（１ａ＋案） 配置案③（１ｂ＋案） 配置案④（２ａ＋案）
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宮崎駅周辺敷地＿配置案⑤【1a案】

立体駐車場
４層５段

（約460台）

新庁舎
延床面積　約41,000㎡

（12階建て）

車
寄
せ

平面
駐車場

（約10台）

平面駐車場
（約80台）

科学技術館

配置イメージ図

保健所

総合体育館
中央公民館

公園

北側から公園
へのアプローチ

広場

連絡通路
（１階）

想定建築面積：3,600㎡程度 想定建築面積：2,700㎡程度
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宮崎駅周辺敷地＿配置案⑤【1a案】
配置イメージ図

■敷地南西側からの鳥瞰イメージ ■敷地南東側からの鳥瞰イメージ

■敷地北西側からの鳥瞰イメージ

科学
技術館

保健所

総合体育館
中央公民館

総合体育館
中央公民館

科学
技術館

保健所

保健所
科学

技術館

総合体育館
中央公民館

公園 公園

公園

新庁舎 立体駐車場

新庁舎立体駐車場

新庁舎

立体駐車場

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目

庁舎建設

駐車場建設

既存解体

引越

外構整備

基盤整備

立体駐車場
連絡通路

新庁舎

現庁舎
敷地

外構

新庁舎
運用開始

事
業
完
了

■想定建設スケジュール

用地
整備

現庁舎
敷地
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宮崎駅周辺敷地＿配置案⑥【2b’案】
配置イメージ図

科学技術館

保健所

総合体育館
中央公民館

新庁舎
延床面積　約41,000㎡

（12階建て）

車寄せ

立体駐車場
４層５段

（約450台）

平面
駐車場

（約100台）
公園

北側から公園
へのアプローチ

広場

連絡通路
（１階）

想定建築面積：3,600㎡程度

想定建築面積：2,700㎡程度
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宮崎駅周辺敷地＿配置案⑥【2b’案】
配置イメージ図

■敷地南西側からの鳥瞰イメージ ■敷地南東側からの鳥瞰イメージ

■敷地北西側からの鳥瞰イメージ

科学
技術館

保健所

総合体育館
中央公民館

総合体育館
中央公民館

科学
技術館

保健所

保健所
科学

技術館

総合体育館
中央公民館公園

公園

公園

新庁舎

立体駐車場

新庁舎

立体駐車場

新庁舎

立体駐車場

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目

庁舎建設

駐車場建設

既存解体

引越

外構整備

基盤整備

立体駐車場
連絡通路

新庁舎

現庁舎
敷地

外構

新庁舎
運用開始

事
業
完
了

■想定建設スケジュール

用地
整備

現庁舎
敷地
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６.イメージ図
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現庁舎敷地＿北側からの鳥瞰イメージ図（配置案④）
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現庁舎敷地＿南側からの鳥瞰イメージ図（配置案④）
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現庁舎敷地＿松橋通りからのアイレベルイメージ図（配置案④）
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現庁舎敷地＿橘橋からのアイレベルイメージ図（配置案④）
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宮崎駅周辺敷地＿南東側からの鳥瞰イメージ図（配置案⑥）
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宮崎駅周辺敷地＿南西側からの鳥瞰イメージ図（配置案⑥）
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宮崎駅周辺敷地＿宮崎中央公園からのアイレベルイメージ図（配置案⑥）



94

宮崎駅周辺敷地＿保健所前通りからのアイレベルイメージ図（配置案⑥）
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７.概算資料
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建設費概算／現庁舎敷地

※金額はすべて消費税を除くものとする

  配置案①【1a 案】 配置案②【1a+ 案】 配置案③【1b+ 案】 配置案④【2a+ 案】

費目 単価 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額

庁舎建設費                  

 

杭工事費 1,090,000 円/m 1,400 m 1,526,000,000 円 1,400 m 1,526,000,000 円 950 m 1,035,500,000 円 1,450 m 1,580,500,000 円

建設費 440,000 円/㎡ 41,000 ㎡ 18,040,000,000 円 41,000 ㎡ 18,040,000,000 円 41,000 ㎡ 18,040,000,000 円 41,000 ㎡ 18,040,000,000 円

免震構造追加費 20,000 円/㎡ 41,000 ㎡ 820,000,000 円 41,000 ㎡ 820,000,000 円 41,000 ㎡ 820,000,000 円 41,000 ㎡ 820,000,000 円

小計（A）     20,386,000,000 円   20,386,000,000 円   19,895,500,000 円   20,440,500,000 円

立体駐車場建設費                  

 

杭工事費 240,000 円/m 1,200 m 288,000,000 円 750 m 180,000,000 円 1,200 m 288,000,000 円 750 m 180,000,000 円

建設費 160,000 円/㎡ 8,700 ㎡ 1,392,000,000 円 8,900 ㎡ 1,424,000,000 円 9,100 ㎡ 1,456,000,000 円 8,700 ㎡ 1,392,000,000 円

建物修景費 200,000 円/㎡ 2,000 ㎡ 400,000,000 円 2,000 ㎡ 400,000,000 円 2,000 ㎡ 400,000,000 円 2,000 ㎡ 400,000,000 円

小計（B）     2,080,000,000 円   2,004,000,000 円   2,144,000,000 円   1,972,000,000 円

接続通路建設費                  

 

杭工事費 240,000 円/m 0 m 0 円 150 m 36,000,000 円 250 m 60,000,000 円 150 m 36,000,000 円

建設費 2,000,000 円/m 0 m 0 円 65 m 130,000,000 円 80 m 160,000,000 円 65 m 130,000,000 円

小計（C）     0 円   166,000,000 円   220,000,000 円   166,000,000 円

敷地嵩上費（D） 1 式 116,000,000 円 1 式 116,000,000 円 1 式 74,000,000 円 1 式 116,000,000 円

液状化対策費（E） 22,400 円/㎡ 19,000 ㎡ 425,600,000 円 19,000 ㎡ 425,600,000 円 19,000 ㎡ 425,600,000 円 19,000 ㎡ 425,600,000 円

外構整備費     円   円   円   円

 
 
 

外構整備費 30,000 円/㎡ 13,600 ㎡ 408,000,000 円 10,300 ㎡ 309,000,000 円 10,700 ㎡ 321,000,000 円 10,400 ㎡ 312,000,000 円

公園整備費 75,000 円/㎡ 0 ㎡ 0 円 0 ㎡ 0 円 4,800 ㎡ 360,000,000 円 4,200 ㎡ 315,000,000 円

小計（F）     408,000,000 円   309,000,000 円   681,000,000 円   627,000,000 円

既存解体費                  

 

建物撤去･処分費 35,000 円/㎡ 20,300 ㎡ 710,500,000 円 20,300 ㎡ 710,500,000 円 20,300 ㎡ 710,500,000 円 20,300 ㎡ 710,500,000 円

公園撤去･処分費 15,000 円/㎡ 0 ㎡ 0 円 0 ㎡ 0 円 4,800 ㎡ 72,000,000 円 4,200 ㎡ 63,000,000 円

外構撤去･処分費 10,000 円/㎡ 13,900 ㎡ 139,000,000 円 11,100 ㎡ 111,000,000 円 11,100 ㎡ 111,000,000 円 11,100 ㎡ 111,000,000 円

小計（G）     849,500,000 円   821,500,000 円   893,500,000 円   884,500,000 円

仮設庁舎整備費                  

 
 
 
 

リース費 1,000 円/(㎡･月) 0 ㎡･月 0 円 0 ㎡･月 0 円 0 ㎡･月 0 円 259,200 ㎡･月 259,200,000 円

仮設建設・解体費 240,000 円/㎡ 0 ㎡ 0 円 0 ㎡ 0 円 0 ㎡ 0 円 5,400 ㎡ 1,296,000,000 円

既存改修・復旧費 100,000 円/㎡ 0 ㎡ 0 円 0 ㎡ 0 円 0 ㎡ 0 円 0 ㎡ 0 円

小計（H）     0 円   0 円   0 円   1,555,200,000 円

設備盛替費（I）   1 式 50,000,000 円 1 式 50,000,000 円 1 式 200,000,000 円 1 式 50,000,000 円

合計(A～I)     24,315,100,000 円   24,278,100,000 円   24,533,600,000 円   26,236,800,000 円
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建設費概算／駅周辺敷地
  配置案⑤【1a 案】 配置案⑥【2b案】

費目 単価 数量 金額 数量 金額

庁舎建設費              

 

杭工事費 690,000 円/m 4,000 m 2,760,000,000 円 4,000 m 2,760,000,000 円

建設費 440,000 円/㎡ 41,000 ㎡ 18,040,000,000 円 41,000 ㎡ 18,040,000,000 円

免震構造追加費 20,000 円/㎡ 41,000 ㎡ 820,000,000 円 41,000 ㎡ 820,000,000 円

小計（A）     21,620,000,000 円   21,620,000,000 円

立体駐車場建設費              

 

杭工事費 170,000 円/m 3,150 m 535,500,000 円 3,150 m 535,500,000 円

建設費 160,000 円/㎡ 13,600 ㎡ 2,176,000,000 円 13,400 ㎡ 2,144,000,000 円

建物修景費 200,000 円/㎡ 2,000 ㎡ 400,000,000 円 2,000 ㎡ 400,000,000 円

小計（B）     3,111,500,000 円   3,079,500,000 円

接続通路建設費          

 

杭工事費 0 円/m 0 m 0 円 0 m 0 円

建設費 1,000,000 円/m 60 m 60,000,000 円 60 m 60,000,000 円

小計（C）     60,000,000 円   60,000,000 円

敷地嵩上費（D） 式 0 円 式 0 円

液状化対策費（E） 22,400 円/㎡ 19,000 ㎡ 425,600,000 円 19,000 ㎡ 425,600,000 円

外構整備費       円     円

 
 
 

外構整備費 30,000 円/㎡ 12,700 ㎡ 381,000,000 円 12,700 ㎡ 381,000,000 円

公園整備費 75,000 円/㎡ 0 ㎡ 0 円 0 ㎡ 0 円

小計（F）     381,000,000 円   381,000,000 円

既存解体費              

 

建物撤去･処分費 35,000 円/㎡ 20,300 ㎡ 710,500,000 円 20,300 ㎡ 710,500,000 円

公園撤去･処分費 15,000 円/㎡ 19,000 ㎡ 285,000,000 円 19,000 ㎡ 285,000,000 円

外構撤去･処分費 10,000 円/㎡ 13,900 ㎡ 139,000,000 円 13,900 ㎡ 139,000,000 円

小計（G）     1,134,500,000 円   1,134,500,000 円

仮設庁舎整備費（H） 円/(㎡･月) ㎡･月 0 円 ㎡･月 0 円

設備盛替費（I）   式 0 円 式 0 円

合計(A～I)     26,732,600,000 円   26,700,600,000 円

※金額はすべて消費税を除くものとする
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単価根拠／新庁舎の建設費
• 類似の庁舎建設事例を基に建設単価を想定する。想定に当たっては、別途算出する杭工事費・免震工事費（免

震構造の場合）の除外し、建設費指数を反映する。

■某庁舎概要
・延床面積：約4,000㎡
・階　　　数：地上５階
・構造形式：Ｓ造（非免震構造）
・発注年度：2017年度（平成29年度）

■単価の算出（すべて税抜）
・建設費：約16.7億円
・補正後建設費：約17.6億円
　※補正１：杭工事費の除外（約0.7億円）
　※補正２：建設費指数の反映（約10%上昇）
・補正後建設単価：17.6億円/4,000㎡＝約440,000円/㎡
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単価根拠／立体駐車場の建設費
• 自走式認定駐車場（フラット式）の採用を前提とし、専門業者へのヒアリングを踏まえて建設単価を想定する。

駐車場の形式 特徴 イメージ

フラット式

フラットな駐車スペースと専用のスロープを組み合せたタイプ

自走式駐車場の基本形式。駐車スペースの床はフラットでバリ
アフリー性が高く、また見通しが良く、階の把握もしやすいた
め迷いにくい。
庁舎を含む公共建築において一般的に採用される。

スキップ式

段違いの駐車スペース同士をスロープで接続したタイプ

フラットな駐車スペースを半階ずつ昇降するタイプ。駐車ス
ペースの床はフラットでバリアフリー性は高いが、階の把握が
フラット式と比較すると難しい。
庁舎建築ではあまり好まれない。

連続傾床式

らせん状のスロープに面して駐車スペースを配置したタイプ

駐車場全体を緩やかならせん状にしたタイプ。スロープが不要
であるため効率は最も高いが、駐車スペースの床が傾いている
ためバリアフリー性が劣り、また駐車場内の見通し、階の把握
のしやすさとも難がある。
庁舎建築での採用は避けるべき形式。

イメージ図の出典：一般社団法人 日本自走式駐車場工業会ＨＰ
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単価根拠／外構整備費
• 事例より外構整備費の単価を想定する。下記の事例の中間的な仕様を想定する。

レンガ舗装が大半を占め、敷地周囲などをしっかりと緑化

外構１㎡あたりの単価：約50,000円

アスファルト舗装が大半を占め、敷地周囲のみ簡単な緑化

外構１㎡あたりの単価：約10,000円
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単価根拠／接続通路建設費
• 事例より建設単価を想定する。

２階レベルの接続通路（現庁舎敷地）

接続通路１ｍあたりの単価：約2,000,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　（杭工事除く）

１階レベルの接続通路（駅周辺敷地）

接続通路１ｍあたりの単価：約1,000,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　（地盤改良工事含む）
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単価根拠／公園整備費
• 専門業者へのヒアリングを踏まえて建設単価を想定する。
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単価根拠／嵩上工事費
• 下図の範囲で嵩上および擁壁設置を見込み、嵩上工事費を想定する。

■配置案①・②・④
・整地費：950円×8,600㎡≒8,000,000円
・土盛費：9,600円×7,740m3≒74,000,000円
・擁壁費：75,000円×（250m×1.8ｍ）≒34,000,000円

概算合計：116,000,000円

（㎡単価：116,000,000円／8,600㎡≒13,500円/㎡）

嵩上げ想定部分（約8,600㎡）

平均レベルT.P.+5.6mと想定し、
T.P.+6.5mまで嵩上げする。

土量：8,600×（6.5－5.6）＝約7,740m3

擁壁想定部分 ｈ1.8ｍ×約250ｍ 擁壁想定部分 ｈ1.8ｍ×約220ｍ

■配置案③
・整地費：950円×4,600㎡≒4,000,000円
・土盛費：9,600円×4,140m3≒40,000,000円
・擁壁費：75,000円×（220m×1.8ｍ）≒30,000,000円

概算合計：74,000,000円

（㎡単価：74,000,000円／4,600㎡≒16,100円/㎡）

嵩上げ想定部分（約4,600㎡）

平均レベルT.P.+5.6mと想定し、
T.P.+6.5mまで嵩上げする。

土量：4,600×（6.5－5.6）＝約4,140m3

配置案①･②･④
嵩上げ想定範囲

配置案③
嵩上げ想定範囲
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杭工事単価算出手法

• 昨今の躯体工事費高騰もあり杭工事費について過去事例から想定のみでは変動が大きいことが想定され、
　以下の手法により今回工事としての概算単価を想定する。

　①　配置案毎に建築平面より杭本数を想定（本庁舎棟および立体駐車場棟/場所打ち杭）
　②　配置案毎に既往の参考地盤調査資料より杭長さを想定（N値50以上連続の強固な支持地盤）
　　　　　上記①②の結果を下表に示す。

　

③　杭業者3社以上に概算ヒアリング
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

本庁舎棟
杭全長 本数 総長

mm 本 m

① 24,000 58 1400

② 24,000 58 1,400

③ 15,000 63 950

④ 24,000 60 1,450

⑤ 63,000 63 4000

⑥ 63,000 63 4000

配置案

立体駐車場棟
杭全長 本数 総長

mm 本 m

① 24,000 50 1200

② 15,000 50 750

③ 24,000 50 1200

④ 15,000 50 750

⑤ 63,000 50 3150

⑥ 63,000 50 3150

配置案

<本庁舎棟>
概算単価
現庁舎敷地（①、②、③、④）
1,090,000円/ｍ

宮崎駅周辺敷地（⑤、⑥）
690,000円/ｍ

<立体駐車場棟>
概算単価
現庁舎敷地（①、②、③、④）
240,000円/ｍ

宮崎駅周辺敷地（⑤、⑥）
170,000円/ｍ
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８.基礎工法・液状化対策工法
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基礎工法の比較
• 計画規模の建物を確実に支持するためには、岩盤など強固な地層まで杭を設ける必要があると考えられる。
　以下に杭種別と杭工法ごとの比較表を示す。

既製杭 場所打ちコンクリート杭

打込工法 埋込工法 アースドリル
工法

オールケーシ
ング工法

リバース
工法PHC杭 鋼管杭 PHC杭 鋼管杭

鉛直支持
柱軸力・中 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

柱軸力・大 〇 △ 〇 △ ◎ ◎ ＊１） ◎

地震時
水平抵抗

中地震 〇 〇 〇 〇 ◎ ◎  ◎

大地震 〇 △ 〇 △ ◎ ◎ ＊１） ◎

支持層
の深さ

～20ｍ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 △

～40ｍ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

～60ｍ △ 〇 〇 〇 〇 〇 ◎

中間層
の状態

粘性土 〇 〇 〇 〇 〇 〇 △

砂質土 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

礫（小） △ △ 〇 〇 〇 〇 〇

礫（中） △ △ △ △ △ △ △

地下水
の状態

伏流水 〇 〇 △ △ △ △ △

逸水 〇 〇 △ △ △ 〇 ×

その他
騒音・振動 × × 〇 〇 〇 〇 〇

作業スペース △ △ △ △ △ △ △

※杭は基本設計以降の設計者の責任において適切に設計されるものである。基本構想では、様々な地盤状況に対応可能な場所打ち
　コンクリート杭（アースドリル工法）の採用を想定し、概算を行うものとする。

　＊１）オールケーシング工法：杭軸径の制約(2,000φ上限)あり、高鉛直支持力には杭先端でアースドリル工法に切り替え拡底を併用
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基礎工法／杭工法について（参考資料）
杭基礎の定義
 杭基礎は、比較的細い棒状の材料を地中に打設して構造物の基礎にするもので、杭の材料は鋼材とコンクリート
材が一般的である。この杭材を地上で作った後に地中に打ち込んだ（または埋め込んだ）ものが既製杭で、地盤に
孔を掘り、その中にコンクリートを打設したものが場所打ち杭である。
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基礎工法／杭工法について（参考資料）
既製杭
 既製杭は、工場など地上で作った杭を施工現場へ運搬し、所定の深さまで打ち込む、または埋設する杭工法で
ある。現在の主流は鋼管杭とＰＨＣ杭（プレテンション方式遠心力高強度プレストレスコンクリート杭）である。
 工場で製作されることから、品質を目で確認、計測が可能で、強度は試験によって確かめられるため製品とし
て保証できる。一方、運搬する必要があるため長さに制限があり、現場で杭の継手が必要となる。

PHC杭の例
（一般社団法人コンクリートパイル･ポール協会ＨＰより）

鋼管杭の例
（一般社団法人鋼管杭鋼矢板技術協会ＨＰより）
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基礎工法／杭工法について（参考資料）
場所打ち杭
 場所打ち杭は、既製杭に比べ、大孔径で大きな支持力が得られる利点がある。
 場所打ち杭には、大きく区分して下記の３工法があるが、端的に言えば、孔を掘る→鉄筋を建て込む→コンク
リートを打設するのが基本となる。

 ① アースドリル工法
 ② オールケーシング工法
 ③ リバース工法
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液状化対策工法の比較
• 地盤の液状化を防ぐための工法を以下に示す。SCP工法（サンドコンパクションパイル工法）は実績も多く、コストも

比較的安価であり、周辺環境に応じて振動式SCP工法または静的締固砂杭工法を選択するのが一般的である。

※基本構想では液状化対策として最も実績があり、コストも安価な振動式SCP工法の採用を想定し、概算を行うものとする。

密度増大工法 固化系地盤改良工法

振動式SCP
工法

静的締固
砂杭工法

圧入式
締固工法

深層混合
処理工法

高圧噴射
撹拌工法

砂 質 土 〇 〇 〇 〇 〇

粘 性 土 △ △ 〇 〇 〇

大 面 積 施 工 〇 〇 △ 〇 △

振 動 騒 音 △ 〇 〇 △ 〇

周 辺 地 盤 へ の 影 響 △ △ △ △ 〇

コ ス ト ◎ 〇 △ 〇 △
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９.地盤状況
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現庁舎敷地周辺 宮崎駅周辺

支持地盤

・GL-8～-25m付近に支持地盤となる岩盤層
 が出現する。

・特に現本庁舎増築棟ではGL-8m付近の浅い
 レベルから岩盤層が出現する。

・GL-24～-65m付近に支持地盤となる砂礫層 
 および岩盤層が出現する。

・特に宮崎駅東側では支持層深さが場所により
 急激に変化する急傾斜な支持層分布を示す。

液状化の可能性

・地表面加速度150gal：液状化の可能性なし

・地表面加速度200gal：一部液状化可能性有

・地表面加速度350gal：液状化の可能性あり

・地表面加速度150gal：未検討

・地表面加速度200gal：一部液状化可能性有

・地表面加速度350gal：未検討

備考
・本庁舎増築棟は場所打ちコンクリート杭
 （アースドリル工法）

・支持層の急傾斜あり、杭長設定のために地盤
 調査の標準貫入試験は密に実施が望ましい。

地盤状況評価／現庁舎敷地周辺と宮崎駅周辺の地盤概要
• 現庁舎敷地周辺および宮崎駅周辺の地盤状況評価にあたり、宮崎市地整図および既往の近隣地質調査報告書
　から両地域の地盤概要を要約する。詳細は次ページ以降に示す。
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地盤状況／支持地盤深さ（岩盤層レベル）
• 計画規模の建物を確実に支持するためには、岩盤など強固な地層まで杭を設ける必要があると考えられる。
　杭先端深さ（支持地盤レベル）の想定について、宮崎市地整図の基盤岩等高線図を示す。

出所：「宮崎市地整図（改訂版）解説編 資料編(1)」（宮崎市：1998）

現庁舎周辺
比較的浅いレベルに
岩盤層が出現する

（GL-10m～-20m)

宮崎駅周辺
駅東側に岩盤層レベルの

急激な深い変化がみられる
（GL-40m～-60m)

現庁舎・宮崎駅
周辺拡大

宮崎市
広域
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地盤状況評価／各深度のN値
• 宮崎市地整図より、地盤面より各深度のＮ値分布を示す。（GL-10ｍ）

出所：「宮崎市地整図（改訂版）解説編 資料編(1)」（宮崎市：1998）

宮崎駅周辺
N値 0～19

現庁舎周辺
N値 5～50

N値
地盤調査における標準貫入試験により求められる
土の締まり具合や強度を求める基準となる数値。
標準貫入試験とは、測定用の鉄棒器具の先端に
取り付けた63.5kgのおもりを、76cmの高さ
から自由落下させる試験。土中のサンプラーを
30cm貫入させるまでに要した打撃の回数が、
「N値」。打撃回数50回や60回を限度に試験。
N値が高ければ高いほど、土に締まりがあって
重い建物に耐えられる地盤であることを意味し、
計画建物の支持地盤としてはN値50以上が適当
と考えられる。
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地盤状況評価／各深度のN値
• 宮崎市地整図より、地盤面より各深度のＮ値分布を示す。（GL-20ｍ）

出所：「宮崎市地整図（改訂版）解説編 資料編(1)」（宮崎市：1998）

宮崎駅周辺
N値 5～19

現庁舎周辺
N値 5～50

現庁舎周辺
N値 50以上



116

地盤状況評価／各深度のN値
• 宮崎市地整図より、地盤面より各深度のＮ値分布を示す。（GL-30ｍ）

出所：「宮崎市地整図（改訂版）解説編 資料編(1)」（宮崎市：1998）

宮崎駅周辺
N値 5～29

現庁舎周辺
N値 50以上
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地盤状況評価／各深度のN値
• 宮崎市地整図より、地盤面より各深度のＮ値分布を示す。（GL-40ｍ）

出所：「宮崎市地整図（改訂版）解説編 資料編(1)」（宮崎市：1998）

宮崎駅周辺
N値 10～50以上

現庁舎周辺
N値 50以上
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地盤状況評価／各深度のN値
• 宮崎市地整図より、地盤面より各深度のＮ値分布を示す。（GL-50ｍ）

出所：「宮崎市地整図（改訂版）解説編 資料編(1)」（宮崎市：1998）

宮崎駅周辺
N値 50以上

現庁舎周辺
N値 50以上
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地盤状況／現庁舎敷地周辺の地盤情報
• 現庁舎付近（本庁舎増築工事）での地質調査報告書より抜粋する。

出所：「宮崎市本庁舎増築工事に伴う地質調査業務委託報告書」（宮崎市建設部住宅建築課：2003）

左図に示すNo.1～No.4の４か所
にて調査が行われている。
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地盤状況／現庁舎敷地周辺の地盤情報

出所：「宮崎市本庁舎増築工事に伴う地質調査業務委託報告書」（宮崎市建設部住宅建築課：2003）

No.1 No.2

GL-8m付近からN値50以上を示す強固な岩盤層が出現
地下水位はGL-5.4～-6.3m付近

• 現庁舎付近（本庁舎増築工事）での地質調査報告書より抜粋する。（柱状図）
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地盤状況／現庁舎敷地周辺の地盤情報

出所：「宮崎市本庁舎増築工事に伴う地質調査業務委託報告書」（宮崎市建設部住宅建築課：2003）

No.3 No.4

GL-8m付近からN値50以上を示す強固な岩盤層が出現
地下水位はGL-5.7m付近

• 現庁舎付近（本庁舎増築工事）での地質調査報告書より抜粋する。（柱状図）
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地盤状況／現庁舎敷地周辺の地盤情報

出所：「宮崎市本庁舎増築工事に伴う地質調査業務委託報告書」（宮崎市建設部住宅建築課：2003）

No.1

No.1：150gal：液状化の可能性なし、　　200gal：一部で液状化の可能性あり、　　350gal：液状化の可能性あり　

液状化判定
「建築基礎構造設計指針(日本建築学会)」に定める液状化検討法による。
検討対象は一般的に地表面から20m程度以浅の沖積層で、細粒土含有率
が35%以下の土（主に砂/砂礫など）。液状化に対する抵抗率FLで示す。
 FL ＞ 1.0：液状化の可能性なし、 FL ≦ 1.0：液状化の可能性あり

地表面加速度（地震時の揺れを示す）は、損傷限界検討用（150, 200 gal）および終局限界検討用（350gal）
の3ケースについて検討されている。　*) galは加速度の単位cm/s2

350galは、1995年兵庫県南部地震などで液状化した地盤上で観測された最大値にほぼ対応している。

• 現庁舎付近（本庁舎増築工事）での地質調査報告書より抜粋する。（液状化判定）
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地盤状況／現庁舎敷地周辺の地盤情報

出所：「宮崎市本庁舎増築工事に伴う地質調査業務委託報告書」（宮崎市建設部住宅建築課：2003）

No.2

No.2：150gal：液状化の可能性なし、　　200gal：液状化の可能性なし、　　350gal：液状化の可能性あり　

液状化判定
「建築基礎構造設計指針(日本建築学会)」に定める液状化検討法による。
検討対象は一般的に地表面から20m程度以浅の沖積層で、細粒土含有率
が35%以下の土（主に砂/砂礫など）。液状化に対する抵抗率FLで示す。
 FL ＞ 1.0：液状化の可能性なし、 FL ≦ 1.0：液状化の可能性あり

地表面加速度（地震時の揺れを示す）は、損傷限界検討用（150, 200 gal）および終局限界検討用（350gal）
の3ケースについて検討されている。　*) galは加速度の単位cm/s2

350galは、1995年兵庫県南部地震などで液状化した地盤上で観測された最大値にほぼ対応している。

• 現庁舎付近（本庁舎増築工事）での地質調査報告書より抜粋する。（液状化判定）
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地盤状況／現庁舎敷地周辺の地盤情報

出所：「宮崎市本庁舎増築工事に伴う地質調査業務委託報告書」（宮崎市建設部住宅建築課：2003）

No.3

No.3：150gal：液状化の可能性なし、　　200gal：液状化の可能性なし、　　350gal：液状化の可能性あり　

液状化判定
「建築基礎構造設計指針(日本建築学会)」に定める液状化検討法による。
検討対象は一般的に地表面から20m程度以浅の沖積層で、細粒土含有率
が35%以下の土（主に砂/砂礫など）。液状化に対する抵抗率FLで示す。
 FL ＞ 1.0：液状化の可能性なし、 FL ≦ 1.0：液状化の可能性あり

地表面加速度（地震時の揺れを示す）は、損傷限界検討用（150, 200 gal）および終局限界検討用（350gal）
の3ケースについて検討されている。　*) galは加速度の単位cm/s2

350galは、1995年兵庫県南部地震などで液状化した地盤上で観測された最大値にほぼ対応している。

• 現庁舎付近（本庁舎増築工事）での地質調査報告書より抜粋する。（液状化判定）
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地盤状況／現庁舎敷地周辺の地盤情報

出所：「宮崎市本庁舎増築工事に伴う地質調査業務委託報告書」（宮崎市建設部住宅建築課：2003）

No.4

No.4：150gal：液状化の可能性なし、　　200gal：液状化の可能性なし、　　350gal：液状化の可能性あり　

液状化判定
「建築基礎構造設計指針(日本建築学会)」に定める液状化検討法による。
検討対象は一般的に地表面から20m程度以浅の沖積層で、細粒土含有率
が35%以下の土（主に砂/砂礫など）。液状化に対する抵抗率FLで示す。
 FL ＞ 1.0：液状化の可能性なし、 FL ≦ 1.0：液状化の可能性あり

地表面加速度（地震時の揺れを示す）は、損傷限界検討用（150, 200 gal）および終局限界検討用（350gal）
の3ケースについて検討されている。　*) galは加速度の単位cm/s2

350galは、1995年兵庫県南部地震などで液状化した地盤上で観測された最大値にほぼ対応している。

• 現庁舎付近（本庁舎増築工事）での地質調査報告書より抜粋する。（液状化判定）
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地盤状況／現庁舎敷地周辺の地盤情報
• 宮崎市地整図より、現庁舎付近の柱状図を示す。

出所：「宮崎市地整図（改訂版）解説編 資料編(1)」（宮崎市：1998）

現庁舎付近
N値 50以上出現
GL-8～-25m付近
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地盤状況／現庁舎敷地周辺の地盤情報
• 宮崎市地整図より、現庁舎付近の地質断面図を示す。

出所：「宮崎市地整図（改訂版）解説編 資料編(1)」（宮崎市：1998）

現庁舎は岩盤が比較的
浅いレベルから出現する
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地盤状況／宮崎駅周辺の地盤情報
• 宮崎駅東側付近（宮崎市立保健所等複合施設新築工事）での地質調査報告書より抜粋する。

出所：「宮崎市立保健所等複合施設新築工事の地質調査業務委託報告書」（宮崎市：1997）

左図に示すNo.1～No.3の3か所
の記載があるが、No.2は記録なし。
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地盤状況／宮崎駅周辺の地盤情報
• 宮崎駅東側付近（宮崎市立保健所等複合施設新築工事）での地質調査報告書より抜粋する。（柱状図）

出所：「宮崎市立保健所等複合施設新築工事の地質調査業務委託報告書」（宮崎市：1997）
No.1 No.3

No.1はGL-50m付近から
No.3はGL-65m付近から
N値50以上を示す強固な
砂礫および軟岩層が出現。
地下水位はGL-2～-3.5m
付近。
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地盤状況／宮崎駅周辺の地盤情報
• 宮崎駅東側付近（宮崎市立保健所等複合施設新築工事）での地質調査報告書より抜粋する。（地質断面図）

出所：「宮崎市立保健所等複合施設新築工事の地質調査業務委託報告書」（宮崎市：1997）

No.1
No.3

No.1～No.3の
約97m間隔にて、
支持地盤レベルが
GL-50ｍ～-65m
と約15mの急傾斜
となっている。

No.1

No.3
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地盤状況／宮崎駅周辺の地盤情報
• 宮崎駅東側付近（宮崎市立保健所等複合施設新築工事）での地質調査報告書より抜粋する。（液状化判定）

出所：「宮崎市立保健所等複合施設新築工事の地質調査業務委託報告書」（宮崎市：1997）

No.1 液状化判定
「建築基礎構造設計指針(日本建築学会)」に定める液状化検討法による。
検討対象は一般的に地表面から20m程度以浅の沖積層で、細粒土含有率
が35%以下の土（主に砂/砂礫など）。液状化に対する抵抗率FLで示す。
 FL ＞ 1.0：液状化の可能性なし、 FL ≦ 1.0：液状化の可能性あり

No.1：150gal：検討なし　、　　200gal：一部で液状化の可能性あり、　　350gal：検討なし
No.3：150gal：検討なし　、　　200gal：一部で液状化の可能性あり、　　350gal：検討なし

No.3

地表面加速度（地震時の揺れを示す）は、損傷限界検討用（150, 200 gal）および終局限界検討用（350gal）
のうち200galのみについて検討されている。　*) galは加速度の単位cm/s2
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地盤状況／宮崎駅周辺の地盤情報
• 宮崎市地整図より、宮崎駅東側付近の柱状図を示す。

出所：「宮崎市地整図（改訂版）解説編 資料編(1)」（宮崎市：1998）

宮崎駅東側付近
N値 50以上出現

GL-24～-63m付近

5 135 136 137 138 139
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153

地盤状況／宮崎駅周辺の地盤情報
• 宮崎市地整図より、宮崎駅東側付近の柱状図を示す。

出所：「宮崎市地整図（改訂版）解説編 資料編(1)」（宮崎市：1998）

宮崎駅東側付近
N値 50以上出現

GL-24～-63m付近

147 148 149 150 151 152
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地盤状況／宮崎駅周辺の地盤情報
• 宮崎市地整図より、宮崎駅東側付近の地質断面図を示す。

出所：「宮崎市地整図（改訂版）解説編 資料編(1)」（宮崎市：1998）

宮崎駅東側は岩盤が比較的深いレベルに出現し、
そのレベルは急傾斜となっており、密な調査が必要。


